


超過勤務手当支給が行われるよう注視していく必要があります。
業務整理計画では、現中期研究計画の４年目（2022年度）が終わる時点で、気象研究所に対して２人の定員削減が示されました。全球大気海洋研究部は前年度に引き続くもので、気候・環境研究部とともに各１人をモデル開発の効率化という理由で削減を強行しようとしています。近年は気候変動の影響の顕在化にともなって、台風や線状降水帯など豪雨災害の激甚化が指摘されており、それらのメカニズム解明と予測精度の向上が社会的に強く求められています。この状況のもとで、わが国の気候・気象研究の中核を担う気象研究所の責務は増しています。しかし、研究職員数は度重なる定員削減により長期的には減少し続けており、その研究基盤の維持すら難しくなっているのが実状です。これ以上の削減を受け入れる余裕はありません。研究職場のこのような特殊性を考慮し、毎年の定員削減を研究所に安易に適用すべきではありません。前年度に当局からは、「中期研究計画を順調にすすめて優れた成果をあげているからという理由で、課題を終わる段階で定員削減すると一義的に判断することはない」と説明がありましたが、このような発言に反して削減を強行するのであれば、削減対象となった研究部だけに限らず、次期中期研究計画を立てるうえでの信頼関係は成り立ちません。さらには、無理な削減により研究計画を遂行するために無理な労働を強いるおそれがあります。削減された研究部に対して、今後具体的にどのように配慮されるかについても注視する必要があります。
2019年４月には、現中期研究計画の開始とともに、
所内の組織改編が行われました。研究リソースの集約による業務の効率化にくわえ増員要求も計画されましたが、結局増員要求は実現しませんでした。増員要求のための手法として組織改編があってはならず、現中期研究計画が完了を迎える次年度には、当局の動きをいっそう注視しなければなりません。本庁集約などの計画は可能な限り早い段階での開示を訴え、社会に貢献する気象庁の業務に見合った人員の配置を求めることにくわえ、適切な予算処置や評価などを勝ち取るべく、協力して広く訴え続け、当局に強く働きかけることが必要です。

８．気象衛星業務
気象衛星は、安全・安心な国民生活や社会経済活動に不可欠な社会インフラであり、長期的な安定と確実な運用が求められます。そのためには関連の部署において必要最小限ではなく信頼性と技術継承の観点から相応の人的体制がなければなりません。
気象衛星センターでは2020年度、21年度、22年度、23年度と毎年のように定員削減の対象にされ、2024年度も庶務の集約化を理由に解析課１名、データ処理課１名の計２名（ただし管理課に暫置１名）の削減が計画され、強行されれば５年連続となり、毎年続く削減に気象衛星業務に長く携わってきた職員からは、先行きどうなるのか、という不安の声が上がっています。
2022年12月13日からひまわり９号が運用衛星になりました。ひまわり９号はおよそ７年間の運用が予定され、今年度から後継衛星のひまわり10号の整備が開始されました。管理課と解析課ではこれまでの８号と同様に、９号運用に関わる定常的な業務に加え、後継衛星に搭載予定の新型センサー（赤外サウンダ）に関わる業務も新たに行われています。さらに今年度更新された極軌道衛星観測装置もまだ安定した状態ではなく、様々な細かい対応が必要な状況です。こうした職場の状況を注視し、担当する職員への過剰な負担に対しては改善を求めていくことが重要です。
また、現在２シートのデータ処理課現業ではかつての３シート時と比べて障害対応に時間を要するようになり、人数的にぎりぎりの状況下で技術の継承も困難となっています。今年３月のNAPS11運用開始に合わせ、「障害対応時の連絡・連携の迅速化」を理由としてデータ処理課現業の業務を情報通信基盤課システム運用室現業で行うという、いわゆる「同室運用」の方針が示されました。気象衛星センター当局は場所が移るだけで応援などの業務増は無いと明言していますが、今後の業務一体化・シート削減を見据えたものであることは否定できません。同室運用がなし崩し的なシート削減につながらないよう監視を強めていきます。
[bookmark: _GoBack]　2021年11月から気象衛星センター庁舎でも運用がはじまった入退館管理システムには、気象庁本庁、札幌管区、仙台管区も関係したセキュリティーポリシー違反があることが指摘されていますが、現在も



